
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計予算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

 (3) 特記事項

 (4) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数である。
　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
　　　　　　単純平均したものである。

1,514,215 千円 641,112 千円252,026 千円H21年度 358 人

給　 料

2,407,353 千円 6,725 千円

一人当たり給与費
Ｂ／Ａ

19.8  %19.2  %

職員手当 期末・勤勉手当

666,006 千円 4,063,582 千円

　　　　計　　　　Ｂ

給 与 費

79,412  人 21,119,842 千円

別紙３

区分
歳出額

Ａ
住民基本台帳人口
（平成20年度末）

牛久市の給与・定員管理等について

実質収支
人件費

Ｂ
（参考）

平成19年度の人件費率
人件費率

Ｂ／Ａ

区分

H20年度

職員数
Ａ

100.7  
100.1  

100.7  

98.2 

97.3 

98.2 98.5  

97.1  

98.3  
97.5 

97.3 

98.4 

94.0
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96.0
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98.0

99.0
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101.0

102.0

103.0

牛久市 類似団体平均 全国市平均 
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成21年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

　　　　②技能労務職

 (2) 職員の初任給の状況（平成21年4月1日現在）

類似団体

-

うち用務員

公務員（Ｃ）

牛久市

6,320,469 円 -

6,145,102 円

-

3,027,000 円

うちその他

-

-

-

-

-

一般行政職
172,200 円大　学　卒

高　校　卒 140,100 円

区分

54 人48.4  歳

-

技能労務職
中　学　卒

平均給与月額

初任給

高　校　卒

390,001 円

41.5  歳 -

牛久市 358,955 円20 人54.6  歳

平均給与月額
（国ベース）平均給料月額

類似団体

391,770 円

370,103 円

325,521 円

398,310 円

公務員

368,984 円372,292 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤務手当などの
           諸手当の額を合計したものである。

         このうち、「平均給与月額」はこれら全ての諸手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
         また、「平均給与月額（国ベース）」は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、
         比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

民間

平均給与月額
（Ｂ）

平均給与月額
（A）

362,125 円

362,902 円354,200 円

-

国

338,592 円

牛久市 44.2  歳

平 均 年
齢

区分

43.9  歳

参考
A/B平均年齢対する民間

397,168 円349,752 円

平均給料月額

---

54.5  歳 214,000 円用務員

-

1.71

129,200 円

55.3  歳

国

職員数

12 人うちその他

区　分

うち用務員 8 人53.6  歳

平均給与月額
(国ベース）

平均年齢

-49.2  歳 4,429 人 285,548 円

区 分

-

参　　　　　　　　　　　考
年収ベース（試算値）の比較

民間（Ｄ）

311,057 円

牛　　　久　　　市

--

-

2.03

-

-

322,737 円 -

372,906 円

137,200 円

129,200 円

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。
   （平成18年～平成20年の3ｹ年平均）
※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。
※　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれの平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては
　　前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年度に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。
※　その他は、清掃職員・学校給食・用務員・守衛・バス事業運転手を除いた職員である。

初任給

Ｃ／Ｄ

365,255 円

376,984 円

340,898 円 327,925 円

国

172,200 円

140,100 円

137,200 円
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 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成21年4月1日現在）

３　級別職員数等の状況

10.2%27.0%

-

1　課長補佐の職務　2　副参事の職務　3　主査の職務

1　課長の職務　2　参事の職務

0.3% 9.8%

19.4%

－

高　校　卒

１級

３ 級

1.6%

７ 級

６ 級

５ 級

一般行政職
大　学　卒

１ 級

技能労務職

４ 級

2.7%1.3%

46.8%9.8%

１年前の構成比

４年前の構成比 2.3%

６級

区　　　         分

３級

高　校　卒

55.3%

1.3% 1.6%

7.6%

平成２１年の構成比

0.0% 6.0%

29.3%

100%

（注）１　牛久市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

計 374  人

５級４級 ７級

262,400 円

1　主事、技師、保育士、幼稚園教諭、保健師、看護師、理学療法士、精神保健福
祉士、管理栄養士及び栄養士の職務　　2　主事補及び技師補の職務

高度な知識又は経験を必要とする主事、技師、保育士、幼稚園教諭、保健師、看
護師、理学療法士、精神保健福祉士、管理栄養士及び栄養士の職務

-

経 験 年 数
15 年 ～ 20 年

274,900 円 320,400 円

4.0%

268,200 円

8.1%

10.2%

-

８級

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

２級

1.9%

53.7%

6  人

27.0%

1.6%

7  人

101  人

207  人

38  人

55.3%

1.9%

1　副主査の職務　　2　主任の職務

1　次長の職務　2　理事の職務

部長の職務

-

職員数

5  人

標準的な職務内容

経 験 年 数
10 年 ～ 15 年

経 験 年 数
20 年 ～ 25 年

365,200 円

2.7%10  人

1.3%

構成比

342,400 円

331,600 円

２ 級

- -

区　　分

-

 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成21年4月1日現在）

中　学　卒
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3.3%

4.3%

0.0% 0.0%

0.0%

0.0%

-0.0%

標準的な職務内容

0.0%４年前の構成比

 (3) 昇給への勤務成績の反映状況

平成17年度から導入した「勤務評価制度」による昇格・昇給を継続して運用し、制度の確立に努めていきます。また、現行の勤務
評定制度に加え、職員が自己の業務について目標設定を行い達成を目指すという目標管理※を導入し、今後本格的に実施して
いくことで人材育成の趣旨も含めた複合的な勤務評価制度を確立してまいります。また、「勤務評価制度」については、常に点検
（CHECK）・改善（ACTION）を実施し、ＰＤＣＡサイクル※の運用による、継続的な改善（スパイラルアップ）を図ります。

※目標管理：職員が職務に対して、組織の目標に沿って目標設定し、目標の難易度と達成度で業績を評価すること。「がんばった人が報われ
る」という原則を具現化し、職員にやる気を起こさせます。

※ＰＤＣＡサイクル：典型的なマネジメントサイクルの1つで、計画(plan)、実行(do)、点検(check)、改善(action)のプロセスを順に実施することで、
品質の維持、向上および継続的な業務改善を推進するマネジメント手法。

0.0% 0.0%

３級 ５級 ６級

 (2) 技能労務職の級別職員数の状況（平成21年4月1日現在）

４ 級

1　一般技能職員(物の製造若しくは修理又は機器の運転若しくは操作に従事する
職員をいう。以下同じ。)の職務　　2　調理等の家政的業務を行う職員(以下「家政
職員」という。)の職務　　3　自動車運転手の職務　　4　用務員、労務作業員等(以
下「用務員等」という。)の職

-１年前の構成比

２級

0.0%0.0%

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

20  人

（注）１　牛久市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

平成２１年の構成比 95.0%

0.0%0  人

95.0%

5.0%

19  人

100%

1  人

構成比

0.0%

0  人

職員数

0  人

0.0%１ 級

区　　分

５ 級

２ 級

３ 級 相当な技能又は経験を必要とする前記の職

経験を有する前記の職

高度な技能又は経験を必要とする前記の職

１級

95.7%

5.0%

４級

96.7%

特に高度な技能又は経験を必要とする前記の職
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４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

 (2) 退職手当（平成21年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

月分 月分 勤続２０年 月分 月分

月分 月分 勤続２５年 月分 月分

月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（定年前早期退職措置　～２０％加算　） （定年前早期退職措置　～２０％加算　）

千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。

 (3) 地域手当（平成21年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

水戸市 ％ 人 ％

％ 人 ％

23.50

牛久市

30.55

期末手当

1.4

勤勉手当

41.34

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

勤続２５年

（加算措置の状況）

33.50

勤続２０年

1.6

（平成２０年度支給割合）

期末手当

0.725

0.725

・役職加算　７級、６級、５級→１５％，

　４級→１０％，３級→５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（加算措置の状況）

0.725 1.6

・役職加算 5%～20％

国

１人当たり平均支給額（平成２０年度）

牛久市

職制上の段階、職務の級等による加算措置

59.2847.50

・管理職加算　10％～25％

41.34

23.50

国

59.2859.28

21,822

47.50勤続３５年

59.28

１人当たり平均支給額（平成２０年度）　　　

59.28

4 6

※牛久市では、現給保障額がある場合は給料表上の額に地域手当を足したものと比較し、現給保障額を超えた差額分のみを地域手当として支給
しています。（市独自）

16

支給対象職員数（※参照） 国の制度（支給率）

33.50

牛久市 205 4

6

1,822 千円

1

4

（平成２０年度支給割合）

－

支給対象地域

16

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

30.55

59.28

支給率

支給実績（平成20年度決算）

1.4

23,003

98,743

特別区

0.725

勤勉手当
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 (4) 特殊勤務手当（平成21年4月1日現在）

千円

　円

　％

道路の維持修繕の作業
その他の作業

保健予防業務、リハビリ
テーション業務

市税の賦課及び徴収に
関する事務

14 種

294

28.2

行旅死亡人又は変死人
の処理業務

主な支給対象職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度）

手当の名称

1日につき　300円
市規則で定める市税等の
滞納整理事務

荒天又は水害等の災害
現場に緊急出動して行う
災害対策業務

用地に関する交渉業務

1日につき　500円

ごみ収集作業、災害現場
の清掃作業その他の清
掃作業で市規則で定める
も

犬の狂犬病予防注射業
務及び家畜伝染病の防
疫作業

スズメ蜂の駆除作業 1日につき　500円

手当の種類（手当数）

1月につき　3,000円

※平成17年4月1日より感染症消毒作業手当・行旅死亡人又は変死人処理作業手当・災害出動手以外の特殊勤務手当は、当分の間支給しな
いこととする特例条例を制定
（特殊勤務手当14手当のうち、感染症消毒作業手当・行旅死亡人又は変死人処理作業手当・災害出動手の3手当のみ支給対象）

主な支給対象業務

1日につき　1,000円

感染症等の消毒作業,昆虫等の駆除作業に従
事した職員

用地交渉手当

公共の用に供する用地の取得又は物件の移
転若しくは権利の補償に関し、所有者又は権
利者と面接して行う交渉業務のうち、任命権者
が特に困難であると認める交渉業務に直接従
事した職員

荒天又は水害等の災害現場に緊急出動し、災
害対策業務に従事した職員

1月につき　6,000円

保健予防業務手当

社会福祉業務手当

税務手当
市税の賦課及び徴収に関する事務に従事する
職員

災害出動手当

保健予防業務に従事する保健師及び看護師,
リハビリテーション業務に従事する理学療法士
に従事する当該各号に掲げる職員

保育業務手当

道路上作業手当

保育園において保育業務に従事する保育士、
保健師及び看護師

指導監督又は現業事務

行旅死亡人又は変死人の処理に従事した職
員

保育園において保育業務

社会福祉業務に従事する職員

道路等の街頭において交通安全指導に従事し
た職員

1日につき　200円

1月につき　3,000円

1日につき　500円

1日につき　2,000円

道路の維持修繕の作業その他の作業で市規
則で定めるものに従事した職員

1日につき　500円

道路等の街頭において交
通安全指導業務

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

支給実績（平成20年度決算）

ごみ収集作業、災害現場の清掃作業その他の
清掃作業で市規則で定めるものに従事した職
員

庁外において、市規則で定める市税等の滞納
整理事務に従事した職員

感染症消毒作業手当

蜂駆除作業手当

2,625

1月につき　3,000円

手当支給額

滞納整理手当

交通安全街頭指導手当

スズメ蜂の駆除作業に従事した職員

犬の狂犬病予防注射業務及び家畜伝染病の
防疫作業に従事した職員

狂犬病等予防業務手当

清掃作業手当

行旅死亡人
又は変死人処理作業手当

感染症等の消毒作業,昆
虫等の駆除作業

1日につき　2,000円

1回につき　3,000円
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

 (6) その他の手当（平成21年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

管理職手当

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

国と異なる

165

209

（注）

国と同一

国と同一

通勤手当

国と同一

42,829

国の制度との
異同

支給職員１人当たり
平均支給年額
（平成20年度決算）

59,177

67,210

支給実績
（平成20年度決算）

18,309

千円

国の制度と
異なる内容

0

13,065

54,948

・制度上は国と同一ですが、当市において、平成18年度の
支給はしていません。平成19年度からは給料表上の額に
地域手当率を掛け合わせたものと現給保障額を比べ現給
保障額を超えた差額分を支給（市独自）

千円

千円

242,061

役職におけ
る手当額が
異なる

千円

千円0

・配偶者13,000円、その他6,500円(職員に配
偶者がいない場合、そのうち1人については
11,000円）
・満16歳年度初めから満22歳の年度末まで
の間にある子1人につき　5,000円加算

98,74221,822 千円

628,130

151,918

54,491国と同一

支給実績（平成19年度決算）

内容及び支給単価

支給実績（平成20年度決算）

手　当　名

国と同一
下記（注）
参照

扶養手当

5級地（給料の6％）
（平成21年度5％であり平成22年度まで段階
的に引上げる。）

・乗用車を利用する場合…距離に応じて
2,000円～24,500円支給
・電車・バスを利用する場合…６ヶ月定期を基
本として,1月当たり55,000円まで支給

・持家で新築、又は購入から5年間、月額
2,500円支給
・借家の場合…家賃12,000円を超える場合、
家賃の額に応じて27,000円限度に支給

勤務地により単身赴任する職員に月額
23,000円

単身赴任手当

・部長：100,000円
・理事兹課長：80,000円
・参事兹課長：70,000円
・参事兹所長、参事兹園長：50,000円
・課長補佐、園長：40,000円
・理事：20,000円
・参事：10,000円

住居手当

地域手当
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５　特別職の報酬等の状況（平成21年4月1日現在）

（参考）類似団体における最高／最低額

円 ／

円 ／

円 ／

円 ／

円 ／

円 ／

６　職員数の状況

　(1) 部局別職員数・部門別職員数の状況

（各年4月1日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

※　職員数は市長、副市長、教育長を除いています。

退職時

640,000

給 料 月 額 等

備考

330

0

△ 2

　月数　　　　5.5　　 11.0　　16.5　　22.0

0

△ 1

備 考

技能労務職退職者の代替と非常勤職員採用
としたことによる人員減

880,000

680,000

　月数　　　　2.4　　　4.8　　 7.2　　   9.6

平成21年

△ 2

（各年4月1日現在）

退職時

退職時

※職員数は常勤職員で、休職
者・派遣職員を含みます。た
だし、市長、副市長、教育長を
除いています。

実際の支給割合
6月期1.45月分+12月期1.65月分　計3.1月分

（算定方式）　１年　　２年　　３年　　４年

545 394

平成21年

　（支給時期）

教 育 長

議 長 　　　6月期　　1.60　　月分 

　　合　 計    3.40 　 月分

議 員

実際の支給割合
6月期1.45月分+12月期1.65月分　計3.1月分

3

平成20年 増減数

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数

平成20年

農業委員会

計

5 3

市 長

副 市 長

教 育 長

市長部局

退
職
手
当

　月数　　　　3.1　　　6.2　　 9.3　　 12.4

4議　　　会

区分 定数

監査委員

教育委員会

小　計

下水道

小　計

その他

53

27

特別
行政
部門

△ 5

1

△ 6

9 △ 1

△ 6

59

合　　計

小　計

教育

一
般
行
政
部
門

33

3

公営企
業会計
等部門

394

4

0

399

0

0

△ 5

3

399

33

対前年
増減数

△ 3

0

△ 1

53

0

306

82

労　　働

305

8

3535

商　　工

民　　生

4

136

82

26

44

59

1

4

0

総　　務

税　　務

89

議　　会

6

37

1

土　　木 48

12

衛　　生

4

12農林水産

390,000

給
料 副 市 長

議 長

副 議 長

区 分

教 育 長

市 長

副 市 長

報
酬

議 員

市 長

450,000

410,000

　　合　 計    3.40 　 月分

　　12月期　　1.80　　月分

期
末
手
当

副 議 長

　　　6月期　　1.60　　月分 

　　12月期　　1.80　　月分

4

86

390

1

3

328

140 57 59

3
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成21年4月1日現在）

40歳

計

～

56歳 60歳

37 2

人

59歳

人

59

～ ～

48歳 52歳

394

人人

以上27歳

～

44歳20歳

55歳43歳 47歳 51歳

～ ～

職員数
人 人 人

31歳 35歳 39歳

人

784841 30 59－ 8

人 人人 人 人

32－
～ ～

36歳

未満 23歳

区　分

～

32歳20歳 24歳 28歳

～

0

5

10

15

20

25

構成比 

５年前の構成比 

% 
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(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況
　①　定員適正化目標（数・率）

 ②　平成22年4月1日現在における定員の数値目標

③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年4月1日現在）

（注）１　計画期間は、H17年～H22年の5年間である。

（参考） （各年4月1日現在）

※　職員数は市長、副市長、教育長を除いています。

－

－

△ 5 △ 6 △ 6

94 88 82

－

35 35 29 －

3 0 △ 6

△ 8 △ 6 0

59 53 53

Ｈ２０年 Ｈ２１年 Ｈ２２年 （参考）

－

－

４　年　目 ５　年　目 ６　年　目 数値目標

11 12

△ 5 △ 8

394 386

Ｈ２１年 Ｈ２２年

５　年　目 ６　年　目

16 20

Ｈ２０年

４　年　目

21

始　期

平成17年4月1日

終　期

平成22年4月1日

Ｈ１６年

計画期間
数値目標

1620

Ｈ１９年

２　年　目 ３　年　目

　数値目標は、平成22年度当初までに45人（10％）の職員削減である。

１　年　目

17

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

増減 △ 12

１　年　目計画前年

45人削減（約10％）

増員 7

減員

（参考）

数値目標

△ 45

405459

△ 10 △ 19

449

計画前年

3

Ｈ１９年

△ 13

Ｈ１８年

430 417

3

△ 18

399

99

3

32

0

３　年　目

70

Ｈ１７年

職員数 116 105

職員数

増減 1

増減

職員数

73

99

△ 11 △ 6

31 32 29

△ 3

1

85

２　年　目

Ｈ１６年

△ 3

67

△ 3

Ｈ１８年Ｈ１７年

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

差引

職員数

合計

特別行政
部　　　門

牛久市

公営企
会業計
等部門
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